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自然災害のリスクが高い我が国においては，中央政府と地方自治体双方の努力により「ナショナル・レ

ジリエンス」を確保することが急務となっている．国のみならず地方自治体の取り組みが重要な役割を担

っており，その実態の把握と，取り組みを改善する手段についての研究が不可欠である．本研究では，地

方自治体に対するアンケートを行い，地方自治体における防災政策の現状を確認するとともに，防災に関

する地方自治体間のやり取りや，近年公共政策の領域においても活用の可能性が指摘される物語型の情報

共有が，防災政策の充実を促す傾向が観察されるか否かを検証する． 
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1.	 研究の背景と目的 
 
(1)	 地域防災の重要性 
日本は自然災害のリスクが高い国であり，2011年に発

生した東日本大震災においては，直接的な人的・物的被

害のみならず，サプライチェーンの寸断，生産の低迷，

倒産や失業者数の増加などにより，日本のみならず，世

界の経済活動に大きな影響が及んだ1)．さらには今後，

東日本大震災を上回る自然災害の発生の可能性も指摘さ

れている．その中でも代表的なものが大規模地震である．

政府の地震調査研究推進本部では，南海トラフ沿いを震

源とする，M8からM9クラスの巨大な海溝型地震の2015
年から30年以内の発生確率が70％程度と試算され2)，死

者は最大で32万3000人3)，経済被害は最大で220兆円に達

する4)と指摘されている． 
こうした危機的状況を踏まえ，社会の様々な領域で

「レジリエンス」（強靭性）の確保が必要と指摘されて

おり，これらを総合するものとしての「ナショナル・レ

ジリエンス」（国全体のレジリエンス）の向上が喫緊の

課題となっている．レジリエンスとは一般に，何らかの

危機を乗り越える力を意味し，より具体的には「致命傷

を受けない」「被害を最小化する」「すぐに回復する」

を満たすような性質を指す．また，レジリエンスを構成

する二つの力として，ショック耐性（危機によるダメー

ジを最小化する力），回復力（被ったダメージをすぐに

回復する力）が挙げられる5)． 
日本政府においてはすでにナショナル・レジリエンス

確保に向けた取り組みが進められており，2013年12月に

は内閣総理大臣をトップとする閣僚級の「国土強靭化推

進本部」が設置され，2014年6月には国土強靱化に係る

国の他の計画等の指針となる「国土強靭化基本計画」が

決定された． 
こうした国土強靭化の取り組みを実効性あるものにす

るためには，国における取り組みのみならず，地方公共

団体（以下，本稿では「地方自治体」と記述する）や民

間事業者を含め，関係者が総力を挙げて取り組むことが
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不可欠である．特に地域ごとの事情の違いを踏まえて実

務を執り行う地方自治体の取り組みは重要であり，地方

自治体の強靭化計画である「国土強靭化地域計画」（以

下，地域計画）の策定促進に向け，ガイドラインの策定

が行われている．実際に，安倍首相が「先進事例を共有

し，効果的な施策を目指します」と述べた6)ように，強

靭化の先進事例の共有も重視され，地域計画の策定場面

において，国は助言を行うと共に，検討過程等について

情報を収集し，集約することで，優良事例とノウハウを

全国各地の自治体に提供する取り組みを実施している．

さらに，十分なノウハウや資源がない地方自治体に向け

た専門家の派遣や制度的・財政的支援が行われている． 
	

(2)	 自治体間の政策波及	
	 国は様々な形で地方自治体を支援し得るのであるが，

地域ごとの事情を考慮するには限界がある．一方，自治

体の側は地域の事情には明るい一方で政策の立案リソー

スには限りがある．そこで，似た事情を抱える自治体同

士が相互に協力することが，政策の改善において重要な

役割を果たす可能性がある．	

		 先進的な政策事例がある主体から他の主体へと広が

る過程を分析する研究として，政治学や公共政策学にお

ける政策波及・移転の研究が存在する．政策波及とは，

「ある自治体が何らかのきっかけで最初にある政策を立

案し，それが類似の問題関心を持つ別の自治体に採用さ

れ，さらに時間の経過と共にほかの多くの自治体に採用

される現象」7)とされている．政策の移転の過程とその

要因に注目する政策波及研究に対し，より政策の内容の

変化に着目したものが政策移転（研究）であるが，両者

は似通った概念である 8)．		

	 日本における政策波及の研究を振り返ると，村松ら 9)

が政策波及過程の理論的整理を試み，波及を自治体から

他の自治体への直接波及，自治体から国を経由して他の

自治体に及ぶ波及，ある自治体の政策が国によって拒絶

されたのにも拘らず他の自治体に採用される波及の三つ

に分類している．また理論的整理の他に，地方自治体の

条例の波及についての事例研究の蓄積が存在する．例え

ば，馬場ら 10)は，環境・エネルギー系の条例・計画を対

象とし，その波及過程を分析し，国の関与以前に革新的

な一部の自治体が先行的に条例・計画を策定し，国の関

与以降に多くの自治体が続く構造が見られることを示し

ている．また古川・森川 11)は，自治体が国の政策と同様

の政策を競って採用しようとする「横並び競争」と共に，

首長の熱意など，政治的要因も重要であると指摘してい

る．その他にも，高校入試改革の普及を扱った中澤 12)の

研究などが存在している．また逆に，秋吉 8)が指摘する

ように，航空輸送産業における規制緩和において，政策

が移転の過程で変容した結果，所期の政策効果が挙げら

れなかったという例もある．	

	 伊藤は日本の自治体間における政策波及について体系

化を試み，既往の諸研究を統合した理論を示してきた 13)．

伊藤は，自治体の政策立案過程における相互依存行動を

「動的相互依存モデル」という形でモデル化している．

動的相互依存モデルは，自治体が相互に影響を与え合い

ながら自前の政策資源を用いて地方独自の新政策を生み

出し，時には国政レベルで実現しない政策転換を成し遂

げるメカニズムを明らかにしようとする理論モデルであ

り，「内生条件への対応」「相互参照」「横並び競争」

の 3 つのメカニズムからなる．内生条件とは，当該自治

体が管轄する領域の政治的・社会的・経済的条件を指す．

また，相互参照は，政策決定に際して他の自治体を参考

にする行動であり，横並び競争とは，国が政策を採用し

た後，国が推進する政策と同様の政策を採用する行動で

あると定義づけられている．この内，「相互参照」につ

いて，伊藤 14)は，景観条例を対象とし，内容の類似度か

ら自治体間の相互参照の経路を割り出すことを試み，景

観条例に関しては，地理的に近い自治体を相互参照の対

象にするという仮説は支持されない一方で，規模が近い

自治体間や，政策の目的が共通している自治体間の相互

参照が行われる傾向にあることを指摘している．	

	

(3)	 公共政策と物語型コミュニケーション	
近年，公共政策の立案や推進の過程における「物語」

の役割に関する研究が蓄積されつつあり，川端・藤井は

物語型コミュニケーションに関する研究の系譜を概観し

た上で公共政策分野におけるその意義を総括的に論じて

いる 15)．	

「物語」には統一された定義はないものの，例えば

「具体的な出来事や経験を順序だてて語る行為，および

その産物」と定義される 16)．物語の概念は，近年，人間

の心理や行動，社会現象を分析するための手法（又は分

析対象）として，社会科学等の諸分野で注目されている

ものである．既往の諸研究では，物語型の思考やコミュ

ニケーションが，関心の強化や記憶・想起の向上，思い

込みの除去といった様々な効果を有していることが実証

されている．例えば，公共政策における物語の活用に関

する研究として，矢守 17)は震災に遭った人の物語を記し

たカードを用いる災害対応カードゲーム教材「クロスロ

ード」を作成し，ゲームへの参加を通して物語に触れる

ことにより，様々な人々や組織，地域の防災力を高める

ことを試みている．また，川端ら 18)は，公共政策を題材

として物語型コミュニケーションの効果を実証的に検証

し，いくつかの条件の下で，説明文型情報を提示される

よりも物語型情報を提示されるほうが，情報に対する印

象の鮮明さ，納得感，関心，当事者意識が増大する場合

があるという知見を得ている．	
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	 そこで本研究では，自治体内で防災政策が検討・実施

される際，あるいは自治体と他の主体との間で防災に関

わる知見が交換される際にも，自治体内外で物語型のコ

ミュニケーションが用いられることで豊かな情報共有が

可能になり，ひいてはそれが自治体防災政策の促進にも

繋がり得るのではないかと想定する．	

	

(4)	 本研究の目的	
上述の議論をまとめれば，自治体が行う地域防災政策

は我が国の国土強靭性の確保上極めて重要であり，自治

体の政策の改善には国の支援や各自治体個別の努力のみ

ならず自治体間での情報交換も大きな役割を果たすと考

えられ，また自治体内外における物語型コミュニケーシ

ョンも地域防災政策の充実化に貢献し得るという可能性

が考えられる．	

ところが現在のところ，防災政策については自治体間

の政策参照や情報交換の実態を調査した研究が筆者らの

知る限りない状況にあり，それが地域の防災政策の充実

度と関係しているのかは明らかでない．また自治体の防

災政策における物語型のコミュニケーションの活用実態

や，それが地域防災政策の充実に及ぼす影響についても

未だ研究がなされていない状況である．	

	 そこで本研究では，自治体間の相互参照や物語型コミ

ュニケーションの活用といった行為が地域防災政策充実

の方途となり得るのか否かを検討するための基礎的な知

見を得ることを目的として，地方自治体に対し郵送アン

ケート調査を行い，地方自治体の防災政策の現状，他の

自治体の防災政策に関する参照実態，そして自治体内及

び自治体間での物語型の情報共有の実態の関係について

分析する．	

	

	

2.	 アンケート調査概要 
 
(1)	 調査概要	
本研究では上述の目的に基づき，郵送によるアンケー

ト調査を実施した．調査票配布から返信票発送までの期

間は，2015 年 12 月 10 日から 2015 年 12 月 25 日の 16 日

間であった．	

照会対象はすべての都道府県，市，東京 23 区を含め

た全国 859 自治体の防災担当部署とした．実施概要を表

-1 に示す．859 自治体に質問紙を郵送したところ，343
自治体（都道府県 17，市区町村 326）から有効回答を得

ることができ，全体の回収率は 39.9%であった．地域ご

との回収結果を，表-2 に示す．いずれの地域も回収率

は 30%台前半から 40%台前半と，地域ごとに大きな偏り

はない．	

	

(2)	 調査項目の設定 
	 以下に，本研究で実施したアンケート調査項目の概要

を示す．		

a)	 自治体の防災対策の現状 
	 自治体の防災対策の現状を把握するためのアンケート

項目は，2003 年に総務省消防庁が実施した，「地方公

共団体の地域防災力・危機管理能力評価指針」19)を参考

とした．この指針は，地方公共団体の防災・危機管理体

制を客観的に評価するために策定されたものであり，二

択または四択で回答する約 800 の質問から構成される．

本研究ではこの内，災害の種類に依らない，全自治体が

回答可能な質問である「共通の質問」より，小分類ごと

に一項目ずつ，計 52 問質問を抽出した上で，「はい」

「いいえ」の二択で回答可能となるよう表現を改めてい

る（付録 1）．さらに，総合的な防災対策の一つである

国土強靭化地域計画の策定状況について五択での回答を

要請した（付録 2）．	

	 なお本調査票においては，調査対象が自治体担当者で

あることから，防災「政策」よりも各担当における個別

具体的な取り組みをイメージしやすい「施策」「対策」

という文言を用いている．	

b)	 物語型の情報共有の実態 
自治体の地域防災に関する物語型情報共有の実態を把

握するために，計 10 項目の質問を作成した（付録 3）．

これらは「全くそう思わない」から「とてもそう思う」

の 7件法での回答を要請した．	

これらの質問項目は，既往の物語研究を参考に，エピ

表-1	 アンケート調査概要	
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表-2	 郵送調査回収率	
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ソード形式での知識の伝達，過去の出来事の記憶と共有，

未来の出来事に関する想像といった観点で，地域の防災

に関する情報の共有実態を尋ねるものである．	

c)	 他自治体の防災政策の参照実態	  
自治体の防災政策の参照実態を把握する項目として，

実際に最近防災政策を参照した自治体やその選定理由，

参照のきっかけ，参照手段，参照内容，参照頻度，双方

向やり取りの有無，参照の意義に関する認識，被災地視

察の有無，被災地視察の意義に関する認識について，質

問項目を作成した（付録 4）．		

	

 
3.	 アンケート結果・基本分析  
 
(1)	 データ整理 
	 防災対策の現状に関する質問は，質問ごとに「はい」

と答えたものを 1 点，「いいえ」と答えたものを 0 点と

し，計 52 問の得点の加算平均を「防災現状得点（合

計）」とした．また対策の種類別に 6 つに細分化されて

おり，それぞれ「地域防災計画」「計画・手続き」「災

害発生後対応」「訓練・対外協力」「防災設備」「計画

見直し・評価」としている． 
	 なお，これが 6 つの種別ごとに，無効な回答が 1 問で

も含まれていた自治体に関しては集計から除外している

ため，種別によって回答数は異なる（合計点は，全体で

1問でも無効な回答が含まれる自治体を除外）． 
	 国土強靭化地域計画の策定状況に関する項目は，「国

土強靭化地域計画を策定済みである」を 4 点，「国土強

靭化地域計画を策定中である」を 3 点，「国土強靭化地

域計画の策定を検討している」を 2 点，「国土強靭化地

域計画の策定は検討していない」を 1 点，「国土強靭化

地域計画の存在を知らなかった」を 0 点として，その得

点を「強靭化得点」とした． 
	 物語型情報共有の利用実態に関する項目は7件法で訪

ねているため，「とてもそう思う」を 7 点，「全くそう

思わない」を 1 点として，計 10 問の加算平均を「物語

得点」とした．	なおここでも，無効な回答が一問でも

含まれていた自治体に関しては物語得点の分析からは除

外している．	

 
(2)	 集計・分析結果  
a)	 各得点集計結果 
	 表-3 に，防災現状得点，強靭化得点，物語得点の回

答者数（n），平均値（Mean），標準偏差（SD）を示す．	

	 なお「物語得点」の個別項目間に大きな回答傾向の違

いが無いかを確認するため，クロンバックの α係数を算

出して信頼性分析を行ったところ， α =	0.86となり，十

分な信頼性が認められた．	

b)	 自治体の防災対策の現状と物語利用の相関分析 
	 次に，防災現状得点と物語得点の相関分析を行った結

果を表-4 に示す．防災現状得点（合計）と物語得点

（合計）の相関係数は r = .569（p < .001）となり，中程

度の相関が見られた．また，強靭化得点と防災現状得点，

物語得点の相関分析を行った結果（表-5），強靭化得点

と防災現状得点（全体）の相関係数は r = .263（p 
< .001），強靭化得点と物語得点の相関係数は r = .262
（p < .001）となり，統計的に有意であるとは言え相関

は弱いものであった．	

表-4	 防災現状得点と物語得点に関する相関分析	

	

r p r p r p r p

7�! ��S
.T .569 < .001 *** .428 < .001 *** .490 < .001 *** .428 < .001 ***

Q49S7��*R/'L��
1�Q	CHU7���L-
#DQ+FH<PT

.481 < .001 *** .342 < .001 *** .398 < .001 *** .330 < .001 ***

Q50S,�5�%L1�&�
Q	CH�%L-#DQ+F
H<PT

.418 < .001 *** .325 < .001 *** .371 < .001 *** .318 < .001 ***

***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10


.
Q58���L6�L�
�KG<H2DB$FH
<P

Q88��@4AEO��
M��JIU��@I=
JP?NB(>PN=U)
�M��K"DH<P

Q98��L�9J��
@��L,�KG<H
��K:3P;��Q0
CH<P

�3��

表-3	 各得点の基本統計量 

n Mean SD
"����� �� 282 0.63 0.13

��"��� 339 0.9 0.13
��&��$ 318 0.56 0.18
�
���� 326 0.55 0.23
��&�	�� 331 0.58 0.15
"��� 318 0.72 0.16
����%& � 331 0.47 0.28

�#��� 341 2.54 0.74
�!�� 332 4.56 1.14

��
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	 また，物語得点の質問ごとに相関関係を見ていくと，

Q5 の「地域内の災害について詳しく知っている」，Q8
の「災害が起きたら役場や住民など，周囲がどうなるか

よく考えるよう，職員や住民に啓発している」，Q9 の

「地域の様々な主体が災害の被害について住民に『語る』

機会を設けている」の 3 項目で防災現状得点との相関係

数が 0.4を上回り，中程度の相関が見られた．	

	 一方，防災現状得点の質問のうち Q49 の「防災教

育・訓練の実施評価を受けて，防災体制の見直しを行っ

ている」，Q50 の「被害軽減策の評価結果を受けて施策

の見直しを行っている」の 2 項目で，物語得点との相関

係数が 0.4を上回り，中程度の相関が見られた．	

c)	 防災現状得点と自治体間の政策相互参照の関係 
	 自治体間で，一方的な情報の参照のみならず，双方向

でのやり取りを行う場合，対話を通じて双方の防災意欲

が向上したり，政策がより善いものに改善されていくと

いう効果があることが想定される．ここでは，双方向の

やり取りと防災対策の現状との関係性を確認するため，

付録 4 の項目中「当該自治体との間で，単なる照会に

留まらず，情報交換を行うなど双方向のやり取りを行っ

ていますか」において，「双方向のやり取りを行った

（ている）」と「双方向のやり取りは行っていない」の

それぞれに回答した二群間で，防災現状得点の合計及び

6 つの種別ごとの平均値に差があるか否かを確認する t
検定を行った．表-6 に示すとおり，いずれの項目の平

均値も双方向やり取りを行っている自治体において高い

値を示しており，「地域防災計画」「災害発生後対応」

「訓練・対外協力」「計画見直し・評価」において有意

差が確認された（p < .05）． 
	 また，「今後の防災対策の参考として，新潟県中越地

震や東日本大震災などの被災地を視察したり，担当者か

ら話を聞いたりしていますか」という項目において，視

察やヒアリングを「したことはない」「数回ある」「何

度もある」のそれぞれに回答した 3 つの群の間で，防災

現状得点（合計及び各種別）の平均値に差があるか否か

を確認するため 分散分析と多重比較を行った．表-7 に

示すとおり，全ての項目で三群間の差が有意となり，政

策参照の盛んな自治体においては防災政策が充実してい

表-5	 防災現状得点と強靭化得点の相関分析	

表-6	 双方向やり取りの有無による防災現状得点の差	

表-7	 ヒアリング実施頻度による防災現状得点の差（分散分析）		

r p r p

���� .263 < .001 *** .262 < .001 ***

***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10

��	�����
� ����

n Mean SD n Mean SD
������ �� 63 0.65 0.13 122 0.62 0.13 -1.49 .14

������ 78 0.93 0.11 142 0.89 0.15 -2.07 .04 **
��!��� 74 0.57 0.18 135 0.55 0.19 -0.69 .49
�	���
 75 0.60 0.22 138 0.54 0.22 -1.99 .05 **
��!
��� 75 0.61 0.14 141 0.57 0.16 -2.19 .03 **
���� 70 0.75 0.15 138 0.71 0.16 -1.81 .07 *
���� !�� 74 0.53 0.26 142 0.45 0.27 -2.03 .04 **

***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10

�	������� �	�������
t p

df F p n Mean SD n Mean SD n Mean SD
=%('�& �5 (2,276) 19.95 < .01 *** 34 0.73 0.12 150 0.64 0.13 93 0.57 0.13

�=%5* (2,329) 9.14 < .01 *** 42 0.94 0.10 180 0.92 0.12 108 0.86 0.15
5*P�0B (2,309) 8.49 < .01 *** 39 0.64 0.18 167 0.57 0.17 104 0.51 0.18
%�+)��� (2,317) 15.37 < .01 *** 40 0.69 0.18 172 0.57 0.22 106 0.47 0.22
61P��	� (2,322) 13.93 < .01 *** 42 0.67 0.18 171 0.59 0.14 110 0.53 0.14
=%7� (2,310) 7.94 < .01 *** 38 0.79 0.11 168 0.73 0.17 105 0.68 0.16
5*3-CP8� (2,322) 11.40 < .01 *** 41 0.63 0.25 175 0.48 0.27 107 0.39 0.27

�:"9QDunnettGT3RG.!S�>,FDAE
2<F1%#$G���@I�[1]>[2]>[3]� ***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10

��� ��!
[1]4�PMKNOL��
H@JQ��/5;R

[2]4�PMKNOL��
@JQ��/5;R

[3]4�PMKNOL?�
Q��/5;R
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る傾向が示されている．	

d)	 地方自治体の防災政策相互参照実態の把握 
	 次に，地方自治担当者の政策参照の実態そのものに関

する集計結果を確認しておく．表-8 は，防災担当者が

防災施策について不明な点を解決する際に用いる手段に

ついての質問の回答結果を示している．ほとんどの防災

担当者がインターネットを利用していると共に，「周辺

の市区町村に照会する」「所属している都道府県に照会

する」自治体も非常に多く，周辺・近隣の自治体に頼る

傾向が強いことがわかる． 
	 ほとんどの防災担当者が用いるインターネットでは，

どのようなサイトを閲覧しているのかについても質問を

行った（表-9）．所属する都道府県のホームページ，周

辺自治体のホームページと，近隣にあって参照しやすい

と考えられる自治体のホームページを見るケースが多い

一方で，内閣府や国土交通省といった，国のホームペー

ジを参照している割合も半数を超え，高いことがわかる． 
	 また，政策参照を行う自治体はどのようなきっかけで

選定され（表-10），どのような手段で情報を取得した

のか（表-11）についても質問を行っている．表-10 によ

ると，近隣の自治体であることや地理的条件が似ている，

といった条件の一致を要因とする自治体が多かった一方，

「ウェブで検索する中で感銘を受けた」という回答も多

くなっている．しかし，上述のように国のホームページ

を見る担当者が多い一方で，結果的に参考とするのは近

隣の自治体となる傾向にあることがわかる．これは，自

表-8	 防災担当者の不明点解決策	

表-9	 防災担当者がよく使う Webページ	

表-10	 参照先自治体を選定したきっかけ	

�2" ��

VaYb\Z[L8RT 330 98.5%
<Q�
+&O*�GT 307 91.6%
��FKETA?�/O*�GTc�

+&Q��d

296 88.4%

�>,5(�OCGT;$U8'GT 209 62.4%
%3L8RT 207 61.8%
���NML0S�JI�Q5(�Q
 �4O�PT

164 49.0%

���=.NMe��.�O*�GT 106 31.6%
�6:#U�*GT 67 20.0%
��NML0S�JI��!�1Q�
B�O-9GT

65 19.4%

�>,5(�O �4U)@FK8'
GT

39 11.6%

]^`ZWX_a[U	DGT 13 3.9%
HQ� 12 3.6%
cn=335e7"�2d


�� ��

��+.%$��-13203/4��
��-��5

215 71.9%

�'�*(��-03/ 181 60.5%
���"�*(�&#-13203/ 149 49.8%
	!���-13203/ 147 49.2%
,-����-13203/ 114 38.1%
,-�%$��-13203/ 31 10.4%
�'��*���)�13203/ 8 2.7%
�13203/ 1 0.3%
,-� 21 7.0%
4n=2996 �
�5

�)� 	�

:AV0 �QCX 132 58.1%
�#%��F�<NPDX 69 30.4%
[\_Q�+KX�Qd�60 �V�
*U�?Z
HM

56 24.7%

��3�F:D 52 22.9%
����B"TSd�3�"�V1"
�QCX

21 9.3%

>=�'V9�Q,�IYPDM 13 5.7%
CTMV0 �V@�-EW�60 
�V�*UODP.Gd�?Z
HM

12 5.3%

7!TSd�60 �/V5Z.Gd
�?Z
HM

11 4.8%

��&�V9�Q,�IYPDM 7 3.1%
�V0 �V@�-EW�60 �V
�*UODP.Gd�?Z
HM

5 2.2%

0 �@�-Z�8RJM]`^aQ(
NM

4 1.8%

LV�b0$4;c 50 22.0%
bn=227d2��)c


�� �	

�#���>B?=B<2�9�6;
$5:

141 62.7%

�#���3("7@BA�2��/
:

113 50.2%

�9	)4'��+8";�- 42 18.7%
���;�#���3�&.E!�E�
,�9;�*

39 17.3%

�#���4�9�6;��.104
�>B?=B<;�):

19 8.4%

�#���4�9�6;��.1��
�4>B?=B<E%�;�):

11 4.9%

04� 32 14.2%
Cn=225E �
�D

表-12	 参照先自治体の情報を取得する頻度・期間	

	�� ��


 ��!�	�"��� 71 32.3%
��%�����&��	
$���
�

87 39.5%

���%�����&����
$�
����#

55 25.0%

� � 7 3.2%
%n=220&

表-11	 参照先自治体からの情報取得手段	
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治体は国の動向の情報収集を行っているものの，その目

的は事例を参照することではなく，国の制度に関する情

報の取得などであり，国のホームページをきっかけにし

て近隣以外の事例を参照するようになる傾向は弱いと考

えられる．情報の取得手段は，ホームページと共に，電

話やメールで照会しているケースも多い． 
	 参照する自治体からの情報取得頻度については，短期

の間に一回から数回の情報取得をする自治体が多くなっ

ている（表-12）．また，参照する自治体と情報の双方

向のやり取りを行っている自治体は約 3 分の 1 に留まる

（表-13）． 
	 なお，双方向のやり取りに至ったきっかけについて自

由記述で回答を求めたところ，「近隣自治体である」

「すでに協定を結んでいる」「定期的に（会合等で）会

う機会がある」といった回答が目立った． 
また，東日本大震災など，大規模災害の被災地への視

察・ヒアリングについて，表-14，表-15 より，視察・ヒ

アリングを行ったことのない自治体が 3 分の 1 を占めて

おり，また未実施の自治体のほとんどが視察・ヒアリン

グ実施の意思があるにも関わらず，人員不足などの問題

で実現できていないことがわかる． 
 
 

4.	 考察 
	  
	 以上の集計・分析結果を基に，考察を述べる． 
 
(1)	 自治体の防災対策の現状と物語型情報の利用実態
に関する考察 

	 自治体の防災対策の現状と物語型情報の利用実態に関

して，本研究では「防災現状得点」と「物語得点」の相

関分析を行った結果，両者の間には有意な正の相関が確

認された． 

	 この結果から，防災対策が充実している自治体では物

語型情報の利用も活発な傾向にあると考えられ，自治体

において，物語型コミュニケーションを用いる取り組み

が有効である可能性が示唆される．当然ながら，本研究

で行った相関分析からは，物語型コミュニケーション 
が防災対策の充実に影響を与えるという方向性の因果関

係の存在について断定はできない．防災対策を充実させ

て行く過程の中で物語型情報の活用が増加したという逆

の因果関係や，第三の要因が双方に影響を与えているこ

とも考えられる．例えば，もともと意識の高い担当者が

おり，その結果として防災政策が充実するとともに物語

型情報も積極活用されているといった関係が考えられる．

また，本研究では自治体が置かれている周辺環境等によ

る「防災への切迫度」が第三の要因の一部を構成してい

る可能性も考えられる．しかし因果関係の理解には幅が

あるとしても，防災政策の充実している自治体において

物語型コミュニケーションがよく活用されている傾向が

あることには違いなく，これは物語型コミュニケーショ

ンに有用な価値があるものとして選択されていることを

示唆する結果ではある．	

	 項目別に関係を確認したところ，防災現状得点（合計）

と中程度の相関がみられた物語得点の項目は，「地域内

の過去の災害について詳しく知っている」「災害が起き

たら役場や住民など，周囲がどうなるかよく考えるよう，

職員や住民に啓発している」「地域の様々な主体が災害

の被害について住民に「語る」機会を設けている」の 3
つであった．これら から示唆されるのは，過去から現

在を経て未来へ向かう「時間」を意識しつつ，エピソー

ドを共有することで，災害に関するイメージを鮮明にす

ることの重要性であろう．物語研究において，物語の定

義については様々な議論があるものの，時間軸をもった

出来事の連続としての描写である点については広い見解

の一致がある 15)ことから，この点は理解の上で重要であ

る． 
	 また，物語得点との間で中程度の相関がみられた防災

現状得点中の項目は，「防災教育・訓練の実施評価を受

けて，防災体制の見直しを行っている」「被害軽減策の

評価結果を受けて施策の見直しを行っている」の 2 つで

表-13	 参照先自治体との双方向のやり取りの有無	

�	� ��

���������
���� 145 65.0%
���������
������ 78 35.5%
�n=223�

表-14	 参照先自治体との双方向のやり取りの有無  

��� ��

��(����&1
	��%�(�
��&��� #!�2

110 32.9%

��"
	�(��"������.
+),-*(���� ����'2

181 54.2%

��"
	�(��"������.
+),-*(���� ���$�'2

43 12.9%

/n=3340

表-15	 参照先自治体との双方向のやり取りの有無 

�� ��

���4�	%'27�
�!1�4�
�'2&3$,/��+/-�8

2 1.9%

���4�	%'27�
�!1�4�
�'2&3$,/� '$,"-!)'8
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���4�	%'27�
�!1�4�
�'2&3$,/��(,��"7��0
����.��+��+#*�-�8

94 89.5%
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あった．これらに共通する取り組みの「見直し」とは，

短期ではなく「継続的な」防災への関心が求められる取

り組みであり，これもまた因果関係の解釈には十分な注

意が必要であるものの，強い「時間」意識を特徴とする

物語型の思考との関連性を示唆する結果であると言える． 
 
(2)	 自治体の防災の現状と政策相互参照の関係 
	 自治体が，防災政策の参照先自治体との間で双方向の

やり取りを行っているのか否かによって，防災対策の充

実度が異なるのかについて t 検定を行ったところ，双方

向のやり取りを行っている自治体は，双方向のやり取り

を行っていない自治体に比べて，防災の取り組みが活発

であることが示され，自治体間で双方向で情報のやり取

りを行うことの重要性が示唆されている．また，表-7
の分析結果より，視察・ヒアリングの実施回数が多い自

治体においては，防災の取り組みが活発な傾向があるこ

とが示された． 
	 これも先ほどと同様に因果関係の解釈には慎重でなけ

ればならず，例えばたまたま自治体の防災担当者の意識

が高い結果として，施策が充実するとともに他自治体へ

の参照も盛んであったということかもしれないが，既往

の政策波及研究で提唱されているように自治体間の相互

参照を通じて政策は改善するのだという理論に整合的な

結果であったことは重要である．この関係をさらに明確

にするには，事例内容をより詳細に把握する調査を行い，

どのような経緯で相互参照行為が防災政策の充実や改善

に繋がったかを描写するような研究が求められるであろ

う． 
	 また一方で，視察・ヒアリングを行ったことのない自

治体が 3 分の 1 を占めており，こうした自治体のほとん

どが「視察・ヒアリング実施の意思があるにも関わらず，

人員不足などの問題で実現できていない」ことが示され

ている．これは防災実務上の大きな課題であると考えら

れ，相互参照活動に対する国等の支援や 補完策が求め

られるといえる． 
	

	

5.	 本研究の意義と今後の課題  
 
(1)	 本研究の意義	
本研究で行った作業は，自治体の防災施策の現状を多

面的に把握するとともに，物語型情報の利用や政策の相

互参照の実態を把握し，それらの関係を分析することで，

地域防災政策の改善に物語型コミュニケーションや政策

相互参照活動が役立ち得るという仮説を検証するもので

あり，当該仮説と整合的な結果がいくつか得られること

となった． 
既に繰り返し述べたとおり，本研究で行ったのは簡単

な相関分析や平均値の比較であり，筆者らの想定とは逆

の因果関係や，第三の要因による擬似相関の疑いももち

ろんある．しかし，少なくとも既往の理論や想定と整合

的な結果が得られてはいるということの重要性とともに，

次のような具体的な示唆が得られたとも言えるのではな

いだろうか． 
	 自治体は一般に他自治体の政策を参照したいという意

向を有しているにもかかわらず，リソース不足等によっ

て相互参照活動を十分に行えていない自治体も相当数に

上っていることが明らかとなった．これは，国等による

何らかの支援が求められることを示している．人口や地

理的条件の似た自治体を参照する傾向が高いことから，

そうした条件別に，地域防災事業の事例を取りまとめた

り，情報交換の場を設けると言ったことが考えられる．  
	 また，本研究では少なくとも物語型情報の活用が有用

であるという仮説には整合的な結果が得られている．防

災の取り組みにおいて難しいのは，自治体の職員におい

ても地域の住民においても，無関心な人に関心をもたせ

ることと，その関心を一時的なものに留めず長期間持続

させることであろう．物語型の情報を通じて，過去の災

害の事例や，今後生じうる災害について鮮明なイメージ

を持つことができるとするならば，そうした問題の解決

の一助になる可能性が考えられる．  
	 実際，たとえば内閣府が災害エピソードを収集し公開

している「一日前プロジェクト」20)のような取り組みが

存在しているが，これはまさに政府が物語形式で情報共

有を可能にしている事例である．自治体は自らの境遇に

近い事例を求めるという本研究の示唆を踏まえるならば，

一日前プロジェクトは大まかな地域・画面と災害の種類

によって分類されているところを，さらに多くの変数・

分類軸に基づいて情報が提供されればなお有益であると

言えるだろう． 
 
(2)	 今後の課題	
	 本研究はあくまで概括的な調査に基づくものであった

が，今後はより詳細に，防災政策の参照実態や物語型情

報共有の活用実態を把握するため，踏み込んだ事例取集

等を行う必要があると考えられる．また，自治体の防災

対策の現状と，物語型情報の利用や政策相互参照の活発

さとの間に正の相関が見られることは示されたが，今後

はその背景にある因果プロセスや構造を特定するため，

たとえば防災施策の活発さだけではなく，住民の防災意

識のような効果を従属変数に取った分析を行ったり，施

策の実施前後の変化を比較するような研究を実施して，

それらが地域防災政策の推進に役立つのかどうかという

技術的知見を蓄積していく必要がある． 
	 特に物語型情報の活用に関しては，単に「災害の事例

を物語として話したり書いたりすればよい」と言うだけ
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では十分でなく，どのようにすれば情報を物語化するこ

とができ，またどのようにすればより良い物語を描写す

ることができるのかという，技術的な知見を深めるため

の研究が必要である．そのためには，様々な種類の災害

物語コンテンツについて受け手の反応を計測し，効果的

な災害コンテンツとはどのような形式のものであるのか

を明らかにするような比較研究が必要となろう． 
	 また本研究では，自治体間相互参照について，参照と

いう「アクティビティ」の種類や頻度を分析したのみで，

参照される政策の具体的内容や，参照の結果どのような

政策の実現に結びついたかの分析は実施出来ていない．

これらも今後の検討課題となる． 
 
謝辞：本研究を進めるに当たり，アンケートにご回答頂

いた地方自治体の皆様，またアンケート作成に関わって

下さった皆様に，多大なるご協力をいただいたことをこ

こに付記し，ここに深謝の意を表する．	
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付録 1	 自治体防災現状得点の質問項目及び単純結果	

 

	

付録 2	 強靭化得点の質問項目及び単純集計結果 

	
	

$ú �8 Ü=ø¢ ?«u Pzu Pz�

BDð�Î� Q1 BDð�Î�Ė�Ēŀ�RT¬~é�,Ė!SĤOĜđāĢŁ 342 339 99.1%
Q2 BDð�Î�Ė�ĕŀ�ReHĖ4ó3Ę�,ĕïċĢ!SąĀĢŁ 340 338 99.4%
Q3 BDð�Î�Ė�ĕŀÉ�BªĖÖ��,ĕïċĢ!SąĀĢŁ 341 231 67.7%
Q4 BDð�Î�Ė�ĕŀaÂĕïċĢ!SąĀĢŁ 342 309 90.4%
Q5 BDð�Î�ĖË£ĊĤO}¡ĕÆĎđāĢŁ 342 322 94.2%

Î�ļg³Ć Q6 ð�Ğ1�®�ĤTÙēĊčF~��Ĥ'OĊđāĢŁ 342 101 29.5%
Q7 �R �|ĖŀÍ�QļYM@ô¼ęĖTbĕ�Ģ��ĞÌ(ªĤOĜđāĢŁ 342 42 12.3%
Q8 � zÐľ^�ŀGðªĿĖ~a{ĕ�ĢÎ�ļF~yìąĀĢŁ 340 150 44.1%
Q9 �)ð�Ė5ġ¯ěĕïĊđŀ��fªĖ§¨Ė��ĕ�ĢÌOąĀĢŁ 335 76 22.7%
Q10 �R �|Ė]D¡Ĕpoľ¤JĄĠĖpoªĿĕïċĢÎ�ąĀĢŁ 340 192 56.5%
Q11 ��lOĕ�ĢF�ļg³ªĤOĜđāĢŁ 337 150 44.5%
Q12 èôfíÐļã>ĕï�ċĢ�-ĵĲķĥĺľ2ė�-ĖĮħįĨĹīıĿąĀĢŁ 341 277 81.2%
Q14 üwļ�ļ�ÛĖÓåļêXĕï�ċĢ�-ĵĲķĥĺľ2ė�-ĖĮħįĨĹīıĿąĀĢŁ 340 148 43.5%
Q16 �R �|ĕŀ�áļĸĦĳĸĦĻļqàªĖï��ïĕTĊŀboÊÔĤÆĂčĜĖ%xF�ŀg³ĆąĀĢŁ 338 197 58.3%
Q17 s#�,Ĥµ:¡ĕÓvċĢéºĤ�ĜđāĢŁ 339 272 80.2%
Q18 E-|îJĖ÷Zâ²�'Ĥ�ĜđāĢŁ 340 336 98.8%
Q19 �Rs+�ĕïċĢ�-ĖÚ
éºĤ�ĜđāĢŁ 340 323 95.0%
Q20 ��a{ĕïċĢ�-ĖÚ
éºĤ�ĜđāĢŁ 339 288 85.0%
Q21 ð�ļ��È�ĕïċĢ�-ĖÚ
éºĤ�ĜđāĢŁ 341 340 99.7%

�R �_ Q22 ç�"¹ļCÄĕïċĢ�-ĖÚ
éºĤ�ĜđāĢŁ 340 329 96.8%

Tb Q23 �R �|ĖĸĦĳĸĦĻļ�áĕïċĢbcTbĕďāđŀ��¡ĕPzċĚĆzÐēČĖTb!SĤ�ĜđāĢŁ 340 153 45.0%
Q24 ÉRÞ�ĖčĜĕŀ��ĊđPzċĚĆz¬ą�ĜĠģđāĢŁ 338 179 53.0%
Q25 ��Ċđ~a{ċĚĆzÐļB/Ĥ�)ĕ�ĜđāĢŁ 338 75 22.2%
Q26 �R|Ė�ĖĲĽĬĤjnċĢy�Ĥ�ĜđāĢŁ 337 131 38.9%
Q27 sØfĖÐ¹IfĤ�)ĕ�ĜđāĢŁ 338 210 62.1%
Q28 KÌ��R �|Ė�JĄĠĖpo6Ĉ�ģĕďāđĖ5ġhāĤ�ĜđāĢŁ 340 25 7.4%
Q29 ´cßàÝĤlOĊđāĢŁ 339 272 80.2%
Q30 �R �|ĖĩĶ"�ĕ�ĢTbĤ�ĜđāĢŁ 340 296 87.1%
Q31 MĖbc��ĕ�ĢTbĤ�ĜđāĢŁ 338 233 68.9%

Ï·ļ Q32 �©ļ�`ĖN�¦�ĕ�ĢTbĤ�ĜđāĢŁ 340 287 84.4%

TJ0* Q33  �_Ė|î°ä&ĕŀ��ċĚĆT¬ŀë�Ĥ¹ćT¬Ĥ�)ĕ�ĜđāĢŁ 339 176 51.9%
Q34 ÿ[ĕÿ?	�ŀð��×Ĥí�ĊđāĢŁ 342 223 65.2%
Q35 �¾<ĤTÙēĊčµ:ð�Ï·ĤPzĊđāĢŁ 341 142 41.6%
Q36 ð�ļ1�®�ĕïĊđAēŀ¾<Ė�æļ�mĤÆĎđāĢŁ 342 31 9.1%
Q37 ð�ļ1�®�ĕïĊđ�î��ēŀeH�mĤÆĎđāĢŁ 338 173 51.2%
Q38 Á�ð�¯¸Ė�,ĕTĊđŀ¥�ĞÏ·ªĖpoĤÆĎđāĢŁ 342 333 97.4%
Q39 ð�ĵįĴĤ�ĕ�&ĕêXĊđāĢŁ 338 305 90.2%
Q40 �©ļL�;ĈĖÕ��,ĤPzĊđāĢŁ 342 220 64.3%

ð�Ð� Q41 �áļĸĦĳĸĦĻļqàªĖð�ï��ïĕTĊđŀÉRÞ�T¬ĕ�ĢÕ»�ĞiÇ¼�æªĖiÇ¡ĔlUŀpo
ĤÆĎđāĢŁ

338 17 5.0%

Q42 9èôIfĖ4S7À�uĤjnĊđāĢŁ 342 335 98.0%
Q43 ð�k�ĕ�ÅIfĤ¦�ĊđāĢŁ 341 294 86.2%
Q44 �RT¬~éēĔĢ\Ãĕ÷Zõ�Ð�Ĥê�ĊđāĢŁ 341 306 89.7%
Q45 èôfēĔĢzÐĖBöĞû�RęĖ½�Rdą¦�ĉģđāĢŁ 330 248 75.2%
Q46 ýw�ļüwĤ¦�ĊđāĢŁ 340 323 95.0%
Q47 ľ�Å�ÛĤñćĿ�RT¬�ĖÛ��Ĥ¦�ĊđāĢŁ 342 308 90.1%

Î�Ë£Ċ Q48 ð��¶ĤİĪĭĺ.ĊđāĢŁ 337 211 62.6%

ļÒ� Q49 ��ĕOĜĠģđāĢ	JĕŀþW^�ĖèôT¬ĕ�Ģz¬ĤPzĊđāĢŁ 334 22 6.6%
Q50 �R��Ė�Ñ±�ĕĝēĐāđŀÎ�Ğ�'ĖË£ĊĤÆĎđāĢŁ 343 287 83.7%
Q52 ð�t¿ļÏ·ĖPzÒ�Ĥ6Ĉđŀð��'ĖË£ĊĤÆĎđāĢŁ 341 202 59.2%
Q53 ÉRÞ�¬ĖÒ�±�Ĥ6Ĉđz¬ĖË£ĊĤÆĎđāĢŁ 337 110 32.6%
Q54 ��OĖòĕŀð�éVąz¬!SĞ�ùĤĮħįĨĊđŀð�ĕë�Ĥăāč�Ėê$ĤÆĂğĂĕĊđāĢŁ 336 107 31.8%
Q55 ��ĖÆrÒ�Ė�Ēŀ�ļ�îĕTċĢð�z¬ĖÒ�ĤÆĎđāĢŁ 337 98 29.1%

��� ��

Q1 �����
���(��%!�' 11 3.2%
Q2 �����
���(��!�' 16 4.7%
Q3 �����
���#�(��� �' 120 35.2%
Q4 �����
���#�$��� �"� 193 56.6%
Q5 �����
���#�	(�&"��� 1 0.3%

��
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付録 3	 物語得点の質問項目及び基本統計量	

	

付録 4	 他自治体の政策参照に関する質問項目	

	

 

P�X9 n M SD

Q1 �G,1�qF1�s�S8oD/�pC�x0Ug{W1% AsF1Aq?YNxB^k^w 332 4.64 1.93 0.34 ***
Q2 F1As�D/�qW1% Ax!#p&c{JxB^hfmb]w 332 4.49 2.15 0.33 ***
Q3 ��p{[W1pj^k3dMw�\b^wqx;ik^w 332 5.50 1.55 0.30 ***
Q4 !�p{[W1pj^k3dMw�\b�w 332 5.08 1.59 0.33 ***
Q5 ��qT�q1�pj^kKgd;ik^w 332 5.03 1.40 0.39 ***
Q6 ��q1�q�$xy��{<	=lz!�l�*gk^w 332 4.17 1.68 0.32 ***
Q7 1�q�$x�.p�`w�v>rxEik^w 332 3.92 1.75 0.38 ***
Q8 1�bQchu!�s�.on{��bn_owatd@`wt_{C�s�.p�7gk^w 332 5.21 1.47 0.48 ***
Q9 ��q+Zo��b1�qF�pj^k�.p[Mw\-�xIek^w 332 4.00 1.75 0.43 ***
Q10 �
q�$s�q��q1�q4Mx��Ls<	O)=p'Rgk^w 332 3.55 1.73 0.34 ***

***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10

W165"2y�
Hzmq:V�(

�# �C{

1 ÙñâóæãäÅ�ÍÕ
2 OrÅ�ÍÕ
3 ,~�I×�b½Õ
4 %&��jÈÇö�+j7Éb�½Õ
5 B5¼Ä±Õ��8kÉb�½Õô6�fTË)�õ
6 !�Ë6�fTÉb�½Õ
7 �:�ÈÇÅlÔ�ÂÀ	Ë|[�ËD;xÉ4ÊÕ
8 ,�ÈÇÅlÔ�ÂÀ*,G"oË3�0Éi�½Õ
9 ��h|[�É�½Õ�J×�W½Õ
10 ��h|[�ÉD;x×]�¼Ä�W½Õ
11 çéïãÜÞîñä×�¤½Õ
12 ¿Ë	
1 B5½Õ��8kËëóíêóàô6�fTË)�õ
2 ¿Ë	��8kËëóíêóà
3 !�|[�Ëëóíêóà
4 ¿Ë	|[�Ëëóíêóà
5 %&��j¡a��Ëëóíêóà
6 � 8¡a?(Ëêóà
7 � -A%&:¨�ëóíêóà
8 -(ëóíêóà
9 ¿Ë	
1 ���Y¶�±
2 'dhU�¶�ÂÄ±Õ
3 �£Ë|[�Å°Õ
4 �_ÈÇö;�|[�z"Ë�×y·ö@�×�¹À
5 °ÈÀË|[�Ë��xµÓ;�|[�Ë2qÉÃ±Äy·ö@�×�¹À
6 	Ë|[�Ë��xµÓ;�|[�Ë2qÉÃ±Äy·ö@�×�¹À
7 ÚÛéÅXs½Õ�Åö;�|[�Ë2qÉ@�×�¹À
8 �+j7Ë�JÅt�»ÖÄ±À
9 ��8kË�JÅt�»ÖÄ±À
10 |[���x×2�Æ¼ÀáìåóÅlÂÀ
11 VNS*¦aÈÇö*�Ya/Ë�a'Å°Õ
12 ¿Ë	
1 ;�|[�ëóíêóàÅ�ÔuÏ×�ÍÕ
2 ;�|[�Ë�ÔuÏ×t�¼À�+j7Ëëóíêóàö�J×e±Õ
3 ;�|[�Ë�ÔuÏ×t�¼À¿Ë	ëóíêóà×e±Õ
4 D;x×;�|[�É]�¼ö�1öy·�Ô×}²
5 lÔ�±Ë��xµÓ�×y¸
6 ;�|[�É¥�ÑîóðoÅb�½Õ
7 ¿Ë	
1 ?(Ë�=Ì�$·ÔÁÂÀ
2 mRô�µQn9õÉH$?(×�=¼À
3 ��RôHµQ
�õÉ^ÂÄ?(×�=¼Ä±Õ
4 ¿Ë	
1 �L ËÑÔ�ÔÌ}ÂÄ±È±
2 �L ËÑÔ�Ô×}ÂÀôÄ±Õõ
1 �a'×�1¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀÔ¼ÀºÆÌÈ±÷
2 .¢ÉD;x×�a'É]�¼Ä�1òèØïñÝ×}ÂÀºÆ¶H$°Õ÷
3 .¢ÉD;x×�a'É]�¼Ä�1òèØïñÝ×}ÂÀºÆ¶�9Ð°Õ÷
1 �a'×�1¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀÔ½ÕºÆÌ��ÅÌÈ±÷
2 �a'×�1¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀÔ½ÕºÆÌw³ÀºÆ¶ÈµÂÀ÷
3 �a'×�1¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀÔ½ÕºÆÌ��ÁÆ>²¶ö�"Ñ�
e§oË#ªÅ.cÅ·Ä±È±÷

;�|[�ÆË�Åö�ÈÕb�ÉgÎÓ¾ö?(�F×}²ÈÇ�L ËÑÔ�Ô×
}ÂÄ±Î½µ÷

�<Ë¡a2qË�wÆ¼ÄöK`k��'¦ÑVNS*¦aÈÇË�a'×�1
¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀÔ¼Ä±Î½µ÷ôPÐ;ÄÌÎÕÐËÉ¬×Ã¹Ä¸Á»
±÷õ

®�a'×�1¼ÀÔöD;xµÓ�×y±ÀºÆÌÈ±÷¯Æ´p³±ÀÁ±ÀLÉ´
4Ê¼Î½÷°ÈÀË�a'Ë�1ÑèØïñÝÉ2½Õ��×G³Ä¸Á»±÷ôPÐ
;ÄÌÎÕÐËÉ¬×Ã¹Ä¸Á»±÷õ

¡aD;xÆ¼Äö°ÈÀ¶¡aMq×w³Õ¢Éö�µÓÈ±ºÆ¶°ÂÀ)�Ë�
ZL\ÉÃ±ÄG³Ä¸Á»±÷ô;ÄÌÎÕÐË½ÍÄÉ¬×Ã¹Ä�»±÷õ

ÙñâóæãäÅ�W½Õ¢ÉöÒ¸�²WebßÙä×G³Ä¸Á»±÷ô©vÉ�²ÐË«
ÃÎÅÉ¬×Ã¹Ä¸Á»±÷õ

;�|[�×�wÆ½ÕºÆÆÈÂÀ·Âµ¹×G³Ä¸Á»±÷ô;ÄÌÎÕÐË½ÍÄ
É¬×Ã¹Ä�»±÷õ

;�|[�Ë�uÉ�½Õ?(×ÇËÒ²É¼Ä�=¼Î¼Àµøô;ÄÌÎÕÐË½
ÍÄÉ¬×Ã¹Ä�»±÷õ

;�|[�Ë?(ÉE¼À©9öR�×G³Ä¸Á»±÷ôPÐ;ÄÌÎÕÐËÉ¬×Ã
¹Ä¸Á»±÷õ
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In Japan, there are huge risks of natural disaster and building “national resilience” has been an urgent 
problem for the central and regional governments. Not only central but also local governments play an 
important role in disaster prevention, so the works on understanding how local governments are address-
ing the problems and how their activities can be improved. In this study, we conducted a survey on this 
issue by mailing a questionnaire to local governments in Japan. We gathered information about each gov-
ernment's current situation, and test the hypothesis that interaction among local governments and the use 
of narrative-formed information, which has become seen applicable to public policies recently, can im-
prove their disaster prevention activities. 
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